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13年から現職

１．はじめに

　先人が考えた日本の新聞ビジネスは偉大
だ。地域に新聞販売店を置き、新聞を戸別宅
配し、その価格を再販制度で守る。これを日
本では19世紀頃から続けている。「ジャーナ
リズム」といった正義感にあふれた言葉に隠
れがちだが、この仕組みを作り上げてきた
人々は何よりも優秀な起業家だと思う。
　並行して各新聞社は発行部数や地域、企画
に応じた広告収益も得てきた。しかし、イン
ターネットの普及などにより、世界的に新聞
離れが進行、それに伴い購読料と広告収益は

減少している。だが、昨今の日本企業は、起
業してから10年後には約３割、20年後でも半
数の企業が退出しており、起業後の淘

とう

汰
た

もま
た厳しい（図表１）。それを考えると、１世
紀も続く日本の新聞社は、偶然ではなく必然
的に優れた仕組みを持っていたと言えるだろ
う。その新聞ビジネスをさらに必然的なもの
として次世代に続けるためにはどうすればよ
いか。長寿の企業だからこそ持てている資産
＝ビッグデータは有効活用できないか（注
１）。
　各新聞社に共通して必ず存在するのは新聞
読者の顧客情報だ。それを今後の新聞ビジネ

サマリー：
　新聞社が得る顧客情報は、新聞購読施策以外ではあまり使われない。新聞部数が減る中で、既
にあるこの顧客情報を活用した新ビジネスはできないか　　。コンテンツマーケティングに費用
をかける風潮の中、スモールスタートができる方法を模索する。例えば、巨大DMPを構築する
のではなく、まずは顧客情報を地道に集めることからはじめる。販売店が持つ新聞契約者の情報
をいきなり得ようとはせず、各新聞社へのイベント参加者も含め、次世代を担うWEB世代にタ
ーゲットを絞り、生きた顧客情報を取得・活用していく、といったスモールスタートの方法であ
る。
　しかし、販売店との関係、世帯主情報と個人情報の違い、個人情報保護法の改正、いまだやま
ない企業の情報流出事件などを含めて、ビジネス展開には注意も必要だ。
　いずれかの新聞を購読していれば外部のポイントがたまる新聞カードなどを発行し、新聞業界
全体を活性化させる施策をうちたい。
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スに活用できないか、提言する。

２．日本の新聞社の現状と課題

　図表２の通り、新聞社の顧客情報に活路が
見いだせる根拠のひとつに、日本の新聞業界
はまだ世界的にみて販売収入の比率が高いと
いうことがあげられる（注２）。そして日本
の新聞の戸別宅配率は、新聞発行部数が減少
している今でも維持できている（図表３）。
　しかし、新聞社は新聞購読者の顧客名簿を
持っておらず、各販売店と個別に契約を結ん
でいる（注３）。つまり、新聞紙は読者に向
けたコンテンツを提供しながらも、読者側の
情報は得ていない、B to B to Cビジネスな
のである。販売店側は担当地域で、誰が、い
つからどの新聞を購読しているのかを把握し
ている。家を知っていれば、その家を見て、
車は、ペットは、子どもは、などといった顧
客情報を把握できる状況にある。保険会社な
ど、業種が異なれば喉

のど

から手が出るほど欲し
いその生データを、新聞社は上記の制約で、

図表１：日本企業の生存率

資料：帝国データバンク「COSMOS2企業概要ファイル」再編加工
（注）１．創設時からデータベースに企業情報が収録されている企業のみで集計。
　　　２．1980 〜 2009年に創設した企業の経過年数別生存率の平均値を取った。
　　　３．起業後、起業情報がファイルに収録されるまでに一定の時間を要し、創設後ファイルに収録されるまでに退出した企業が存在するため、実際の生存
　　　　　率よりも高めに算出されている可能性がある。

紙の配達と販売促進に使うこと以外、特には
活用してこなかった。
　そのような中、インターネット業界では、
クラウドが発達し膨大なデータを分散して処
理ができるようになった（注４）。コンピュ
ーターネットワークの高速化も進み、今まで
分析しきれなかったビッグデータを短時間で
効率的に処理できる時代になった。結果、セ
ブン＆アイ・ホールディングスほか、流通業
界では、実店舗を訪れるリアルな顧客情報と
インターネット通販を利用するバーチャルな
顧客情報とをデータ連携させてさらなる収益
につなげるクロスチャネルの進化版、オムニ
チャネル展開を進めてきた（注５）。それに
より、一人の人間が店舗とインターネットを
どのように行き来し、どういった行動・購買
履歴をたどるかわかるようになった。一人ひ
とりにマーケティングが可能になったのであ
る。そのオムニチャネルを促進させるツール
として、マーケティングオートメーションの
導入もはじまった（注６）。

出典：『中小企業白書2011』
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　これらのテクノロジーの進化は、新聞業界
に対しても十分、顧客情報をビジネスにつな
げていく追い風になったと考える。

３．マーケティングオートメーション

　顧客情報を最大限活用できるテクノロジー
でもある、マーケティングオートメーション
に触れておく。人は情報を、家族でみるテレ
ビやパソコンでもなく個人のスマートフォン

で取得するようになった。その結果、企業の
マーケティングのあり方がお茶の間から個人
へ「枠から人へ」と変わった。興味や行動が
異なる個人に訴求するべく、ソーシャルメデ
ィアのマーケティングも急速にモバイルシフ
トした。その流れで、顧客起点のマーケティ
ングが高いレベルで実践できるようになり、
マーケティングオートメーションが注目され
はじめた（注７）。
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図表２：各国の新聞（日刊紙）の広告収入と販売収入の割合

出典：The OECD report "The future of news and the Internet"　2010

出典：日本新聞協会経営業務部（各年10月）調べ

図表３：日本の新聞紙の戸別配達率

（単位＝％）

単位=％
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　米国のアメリカ・マーケティン
グ協会（AMA）の調査によれば
米国企業が2013年度に予算投下す
べきテーマの３位にマーケティン
グオートメーションがある。（ち
なみに予算削減のテーマの１位は
新聞である）（図表４、５）。日本
は米国に数年遅れてデジタルソリ
ューションのツールが導入される
ことが多い。そのことから、この
１、２年で日本でもマーケティン
グオートメーションへの投資予算
は増え、導入企業は増えるだろう

（注８）。
　マーケティングオートメーショ
ンの強みは、人為的ではないため
回転のはやいPDCAサイクルが可
能なことだ。「誰に」「何を」「い
つ」「どのように」という四つの
要素を組み合わせて、O2O（One 
to One）マーケティングをシステ
ムで繰り返す。結果、複数のKPI
が取得でき、マーケティング活動
全体の最適化とROI向上につなが
る（注９）。
　例えば三菱UFJニコス社は、マ
ーケティングオートメーションを
導入した結果、顧客一人あたりの
利用金額が15％増となった（注
10）。新聞社に置き換えれば、顧
客情報を分析し活用できれば、顧
客満足度があがり購読率低下を防
ぎ、利益率に結び付くと言える。
　ただし、マーケティングオート
メーションにも弱点はある。それ
はコストである。ソリューション
ツールを導入する際に最低でも数
十億円の費用がかかる。よって導
入できる企業は限られる。新聞社
も同様、いきなり予算投下はでき

図表４：米国企業の2013年度予算投下のテーマ

１位モバイルメディア　２位ソーシャルメディア
３位マーケティングオートメーション

図表５：米国企業の2013年度予算削減のテーマ

１位新聞　２位一般大衆向け雑誌　３位ラジオ

出典：図表４、５ともにeMarketer “In 2013, Mobile, Social Lead 
Shift From Traditional Media to Digital”
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ない。
　そこで、その概念だけを踏襲し、新聞社が
スモールスタートできる展開案をあげる。

４．提言

（1）顧客情報の現状分析
　スモールスタートのためにはまず、各新聞
社がどのような顧客情報を集められるか状況
分析が必要だ（注11）。
　把握する方法として、図表６のどの段階に
いるかを当てはめてみるといいだろう。
　第１段階は何もしていない状態である。顧
客情報は各部署や各自が各々のイベントで取
得するものの放置されている。第２段階は蓄
積。これは今後の活用を見据えて、顧客から
何かしらの利用許諾を得てとりまとめておい
てある状態だ。第３段階は分散活用。例えば
広告部門であれば、過去の広告イベントで集
客した顧客情報を次の企画イベントでも案内
に活用することにより、総顧客数を維持でき
る。第４段階は統合活用。つまり新聞社内で
顧客情報のデータベースを共有できているこ
とだ。広告部門と企画事業部門で類似案件が
あった場合、情報を相互で利用できる。
　なお、日本経済新聞社の「日経ID」は第
４段階と言える。日本経済新聞社は複合メデ
ィア戦略と称して、真っ先に同じ日経グルー
プのデジタルIDを統合した。それにより、
日本で最大規模のビジネスパーソンの顧客情
報を保有でき、既に読者の閲覧・購入履歴を
もとにコンテンツをリコメンドしたり、セミ
ナーを案内したりすることで顧客満足度もあ
げている。また、IDによるターゲティング
広告配信で広告単価もあげた。広告主に対し
ては、保持している顧客情報をベースに、さ
まざまなマーケティング分析ができるB to B
サービスを提供していく考えだ（注12）。
　このように、顧客情報を保持して分析する
ことによって、次のビジネスへ広げることが
できるのである。

　第１段階の顧客情報を得ている新聞社は第
２段階へ進む。第２段階にある新聞社は第３
段階へと少しずつステップをふめば、壮大な
プロジェクトからはじめる必要はない。

（2）仮説を立てる
　先に仮説を立てることもスモールスタート
につながる（注13）。取得したい顧客情報が
限定されるからだ。例えば、若年層にもリー
チするデジタル広告のパッケージプランを用
意し、新聞紙面とセットで広告主へ提案した
いとなった場合、活用したいのは若年層の顧
客情報だ。高齢層の新聞読者の情報を抱える
販売店を説得する必要はない。新聞社主催の
就職活動セミナーなどに訪れた若年層に、許
諾を得ながら顧客情報を集める。もしくはイ
ンターネット連携で、各新聞社のメルマガ会
員やログイン会員を使って少しずつ属性を集
めて活用すれば、大きなコストには至らな
い。
　ある程度顧客情報を積み上げていけば、さ
らなる仮説がうまれる。例えば図表７だ。
別々に新聞に関わっていたＡさん、Ｂさん、
Ｃさんの顧客情報を蓄積し、住所で紐付ける
と実は同じ家族で、ＡさんとＢさんが夫婦。
その子どもがＣさんといったことまでわか
る。さらに彼らのアクセスポイントによっ
て、何に興味・関心があり、今後何を必要と
しているのか、仮説を立てることが可能だ。
Ｃさんは来年中学受験を控えている子どもだ
と想定し、受験情報を広告主から得て提供す
ることも可能だ。それだけで、蓄積したデー
タを顧客軸で紐づけ、多様なセグメント別に
効果的な広告施策を展開していくことができ
る。

（3）デジタル連携
　顧客情報を取得するのにオンライン化する
ことは必須である。デジタルの良さは、いつ
も情報が「オン」になっていることだ。利用
者側が何か変更を加えれば、リアルタイムで
受け入れる体制にある。古い顧客情報を保持
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＜顧客情報活用の四つのステップ＞
図表６：顧客情報を活用していくイメージと分析指標

※社内資料より著者作成

図表７：世帯×個人の顧客セグメントのイメージ

※社内資料より著者作成
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図表８：無印良品アプリ「MUJI passport」

出典：無印良品公式HP

しているのではなく、常にアップデートされ
た生きた顧客情報を得られるのだ。
　例えば無印良品は「MUJI passport」とい
う無料アプリを提供している（図表８）。利
用者にとっては来店するだけでポイントがた
まり、無印良品側も顧客情報がアップデート
される機会になる（注14）。たまった顧客情
報を活用して来店促進につなげることができ

る（注15）。
　新聞社に置き換えれば、新聞社が主催・協
賛するようなイベント、もしくは広告主と実
施するイベントに、チェックインアプリでデ
ータ送信を行い、少しずつそのデータを顧客
情報として蓄積していくことだ（注16）。
　アプリでなくても該当エリアを該当スマー
トフォンを持って通過するだけで、相互に情
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図表９－１：iBeaconの概念図　１

出典：Gigaom公式HP

報が取得できるiBeaconなどを利用する方法
もある（注17）（図表９－１、２）。
　上記手段で得た顧客情報は、新聞広告のセ

ットセールスに活用できる。新聞の接触では
わからないコンテンツ・マーケティング・デ
ータを得られることもある。

図表９－２：iBeaconの概念図　２

出典：日本写真印刷コミュニケーションズHP
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2010年
2011年
2012年
2013年
2014年

売上高合計 新聞販売収入年

▲3.9
▲3.0
▲0.1
▲2.1
▲1.6

▲2.7
▲1.9
▲0.3
▲1.9
▲2.1

▲6.5
▲5.8
　0.4
▲2.8
▲0.6

77.1
▲15.3
▲1.0
3.6
4.1

▲1.0
0.0
0.0

▲1.0
0.0

▲2.8
0.6

▲3.0
0.3
0.5

広告料収入 その他
調査企業の
当該業務を
営む事業所数

常用従業者数

（前年比：単位 =%）

図表10：新聞業の業務種類別売上高、事業所数及び常用従業者数

図表11：顧客情報の収集からターゲティングメールまでのPDCAサイクル

（4）新聞社同士の連携
　また、新聞社同士のつながりも必要だ。一
般紙、地方紙に関わらず新聞読者の層は高齢
化が進んでいる。つまり「新聞を読む＝シニ
ア世代」という世代ターゲティングが日本中
で展開されている。また、新聞業態自体が今
減少傾向にある（図表10）。つまり、新聞社
各社が個別に取り組むのではなく、業界で取
り組むのである。「新聞を読む世代」という
巨大顧客情報を各社で活用することができれ
ば、各新聞社が減少する読者を囲い込むこと
に必死になるより、将来的に有益と考える。

　統合ができれば、例えばＴポイントカード
のように新聞社カードを発行できる。どの新
聞を読んでも、どの新聞社イベント・セミナ
ーに参加してもポイントがたまる。オンライ
ン上ではどの新聞社のどの記事をどのエリア
で読んだかがわかり、DMP内に顧客情報は
格納され、蓄積される。
　例えば、図表11のようにチェックインア
プリやWEB申し込みで取得した顧客情報は
各新聞社が持つ既存のIDと連携させて分析
する。そこで読者のイベント参加回数、新聞
購読歴、口コミ件数等がわかれば、広告商材

出典：経済産業省「特定サービス産業動態統計」

注１：2013年１月分より一部数値に変更が生じたため、以前の数値と不連続が生じています。なお、伸び率はこれを調整したものです。
注２：2011年１月分より一部調査対象の追加を行ったため、以前の数値と不連続が生じています。なお、伸び率はこれを調整したものです。

※社内資料より著者作成
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に応じて、ターゲティングメールで顧客にア
プローチする。なお、一巡して終わりではな
い。結果を検証し、より精度を高め、次回の
施策へ継続してアプローチしていくことが、
ロイヤリティーマネジメントを可能にする。
ロイヤリティーの高い読者に対しては、新聞
購読歴に比例したポイント付与、新聞割引や
人気イベントへの優先入場案内、特別体験参
加権、割引購入権といったサービスも付与で
き、新聞読者へ還元もできる。

５．注意点

　顧客情報を利用したビジネスの注意点とし
て主に４点挙げる。
　１点目は個人情報保護の問題。ベネッセ個
人情報流出事件にはじまり直近では日本年金
機構の個人情報流出も記憶にあたらしい（注
18）。海外ではいわゆるGoogle法なども生ま
れ規制が厳しくなってきた（注19）。顧客情
報は宝の源だが、その扱い方を間違えれば一
気に訴訟問題や信頼を失う出来事になる。情
報リテラシーをあげる企業努力が必要だ。
　２点目は予算。前述のとおり、顧客情報の
集め方は、スモールスタートさせる方法はい
くらでもある。新聞社の商品は百貨店のよう
に何万種類もの商品を複合的に数百円から数
百万円の商品までそろえているわけではな
く、基本ほぼ価格帯も決まっている新聞紙で
ある。データベース構築にそれほど複雑な要
素は必要ないのだ。
　３点目は組織の考え方。コンテンツマーケ
ティングを熟知している人やデジタルサイエ
ンティストを抱え、マーケティング部門が独
立して存在している新聞社は多くはない。ま
た、新聞社は部門が広告・編集・デジタル・
販売・制作・企画事業・管理とわかれている
場合が多い。顧客情報はそれらを統合してク
ロスさせる横軸部門として存在する必要があ
る。そのあたりの体制作りが追って必要にな
る。

　４点目はロングテール。事業を行う際はリ
ターンを考える。しかし、顧客情報の活用
は、新聞に代わる新たなビジネス基盤を提供
し、新しい顧客にアプローチしていくのと同
時に、従来の新聞読者に対して周辺ビジネス
を堅守することも兼ねている。攻めと守りの
両方を兼ねていると、どの部分で収益をあげ
たか見えにくい部分もある。成功か失敗かの
判断は早急には行わないことだ。

６．おわりに

　新聞社の顧客情報の現状は日本に限ったこ
とではない。似たような新聞の歴史を持つ韓
国の新聞社に中央日報がある。映画館の経
営、夏には海の家も開いている多角経営の新
聞社だ。しかし、そこに訪れる顧客情報を集
めたことはない。顧問でもあるジョン・ウン
ドク氏も「訪れる何千何万という人の属性が
わかれば、また違ったビジネスが考えられる
はず」と期待した。
　また、事業部門に限ったことでもない。編
集も、データジャーナリズム（長期間にわた
る調査報道）、今年の初めに米国を中心に概
念が出始めたソリューションジャーナリズ
ム、人工知能（AI）による自動記事生成な
ど、ビッグデータを活用した体制へとめまぐ
るしく変わっている（注20）。
　日本のビッグデータの活用はまだはじまっ
たばかりで、新聞社が追いつけないというこ
とはない。
　新聞社は自分たちの思いを伝えるのと同時
に、新聞業界として団結し、大きなうねりを
生み出し、力を出し切る時なのだと思う。そ
のためにも、まずはスモールスタート。顧客
情報の蓄積からはじめてほしい。

【注釈】
（注１）ビッグデータとはクラウドやデータ
集合の集積物を表す用語で、2010年頃より呼
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ばれるようになった。
（注２）OECD（経済協力開発機構）の報告
書によれば、米国の新聞社の売上高のうち87
％、英国でも50％が広告売り上げに依存して
いるのに対し、日本の新聞社はおおよそ35％
が広告売り上げ分。つまり、新聞購読料の売
上高の割合が世界的にみてまだ高い。

（注３）販売店の歴史は新聞社が各地の特定
郵便局に新聞の卸売りを頼んだことがはじま
りとされている。その時代の特定郵便局長は
地方の有力者が多かったため。

（ 注 ４） ア メ リ カ 国 立 標 準 技 術 研 究 所
（NIST）によればクラウドコンピューティン
グとは以下定義される。「ネットワーク、サ
ーバ、ストレージ、アプリケーション、サー
ビスなどの構成可能なコンピューティングリ
ソースの共用プールに対して、オンデマンド
にアクセスでき、最小の管理労力またはサー
ビスプロバイダ間の相互動作によって迅速に
提供され利用できる」。上記サーバ群のこと
をクラウドと呼ぶことが多い。

（注５）日本流通産業新聞2014年４月24日付
記事では、セブン＆アイホールディングスが
日本ダイレクトマーケティング学会副会長の
ルディー和子氏を監査役に迎え、彼女のダイ
レクトマーケティングの知識を活用し、オム
ニチャネル展開を推進とある。

（注６）マーケティングオートメーションと
は従来のキャンペーンマネジメントと似ては
いるが、テクノロジーを活用しているところ
が異なる。膨大なデータを数値に基づいて自
動的にマーケティング分析し、ソリューショ
ンを提示する手法。オムニチャネル実現に不
可欠な機能となる。

（注７）例えばテクノロジー市場分析を行っ
ているTechnavioが発表した内容では、全世
界のマーケティング・オートメーション・ソ
フトウエアは、2014 ～ 19年の５年間の年平
均成長率が＋9.29％と予測している。
◇technavio “Global Marketing Automation 

Software Market 2015-2019”http://www.
technavio.com/report/global-marketing-
automation-software-market-2015-2019

（注８）参考までに日本ではマーケティン
グ・オートメーション・ツールを持つベンダ
ーとして、日本アイ・ビー・エムをはじめ、
アドビ システムズ、セールスフォース・ド
ットコム、マルケトなどがある。

（注９）KPI＝「Key Performance Indicator」
の略で重要業績評価指標。目標の達成度合い
を計る定量的な指標のこと。ROI＝「Return 
On Investment」の略で投資対効果。投資し
た資本に対して得られる利益の割合。対象か
ら得られた利益を投資額で割ったもの（パー
センテージで表記）。

（注10）三菱UFJニコス社のマーケティング
オートメーションは、「顧客マーケティング」
と称し、まず本体の約1800万人のクレジッ
トカード会員をはじめ、三菱UFJフィナンシ
ャル・グループ、農林中央金庫・JAバンク、
さらには主要地方銀行とのパートナーシップ
も利用し、優良な顧客基盤を確保、データベ
ースを構築した。加えて「お客様の声」を取
り入れてオムニチャネル化した。
日本金融通信社2013年11月15日号記事
http://summit.ismedia.jp/articles/-/1020

（注11）取得した情報はメールアドレスだけ
なのか、住所・氏名・年齢まであるのか。ま
た保持している形式は、ハガキやFAXなの
か、データなのか。保持している場所は部門
単位なのか、各担当者なのか。販売店に限ら
ず、広告のイベントやデジタル部門等でどの
ような顧客情報をどのような形式で持ってい
るのか等を把握する。

（注12）日経IDインタビュー参照。http://
unyoo.jp/2014/12/dialogue-nikkei-inc/

（注13）顧客情報が各新聞社にとってどう有
益か、そして顧客情報を集めた結果、どうい
ったビジネスにつなげていきたいか、ある程
度仮説を立てる。
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（注14）チェックインアプリとは、リアルな
店舗にチェックインすると、ポイントを取得
することができるアプリの総称。例えば無印
良品は、お店でのお買い物や、口コミの投稿
などでポイントがたまる。誕生日を登録すれ
ばショッピングポイントが増えるため、利用
者は自身の生年月日を自然に入力する。結
果、無印良品側はこの商品を購入した顧客は
○歳だといった顧客情報を得られる。また、
来店クーポンをプレゼントし、そこで来店す
れば趣味・趣向といった顧客情報が加わる顧
客情報のアップデートを兼ねたチェックイン
アプリとなる。

（注15）他の事例として、ヤマダ電機は１日
あたり約100万人の来店があり、そのうち７
万人が購入する。残りの93万人は何も買わず
に去っている。従来ならば、何を購入したの
か、その７万人のデータしか集められないの
だが、ヤマダ電機もチェックインアプリを導
入したことにより、残りの93万人の行動履歴
を獲得できる状態になった。結果、来店者の
動きがわかり、来店促進のためにどのような
コンテンツを提供するか、レスポンスを変え
ながら売り上げ増に活用している。

（注16）住所・氏名・年齢・メールアドレス
といった個人情報だけではなく、どのイベン
トに参加したか、どれくらい滞在したか、何
回訪れたか、何を購入したか、誰と参加した
のかといったパーソナライズ化された情報も
蓄積されていく。

（注17）iBeacon＝iPhoneに標準搭載された
BLE（Bluetooth Low Energy） を 使 っ た、
情報を相互通信できる新技術。

（注18）ベネッセ個人情報流出事件は2014年
７月に発覚したベネッセコーポレーションの
大規模個人情報流出事件。データベースの顧
客情報が一派遣社員により外部に取り出さ
れ、転売された。結果、最大で2000万件強に
及ぶ顧客情報が流出した。日本年金機構は
2015年５月、職員の端末に対する外部からの

ウイルスメールによる不正アクセスにより、
日本年金機構が保有している個人情報の一
部、約125万件が外部に流出したと言われて
いる。

（注19）Google法はドイツで改定された著作
権法の俗称で、配信元の報道機関が「営利目
的でウェブ上に公開することを決める独占的
権利」を保有するとしており、グーグル（欧
州で圧倒的シェア）をはじめとする検索サイ
トがニュース情報を使用する場合は、ライセ
ンス料を支払う必要があるというもの。個人
情報保護に厳しい欧州各国の間ではプライバ
シー保護の問題や各種ライセンス・税制を巡
って対立することが多い。

（注20）JETRO「米国における人工知能に関
する取り組みの現状」参照。
http://www.ipa.go.jp/files/000044196.pdf
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